
第２号（１２年８月）

（財務局長会議における長官挨拶）

１．７月14日、金融庁主催の今事務年度第１回目の財務局長会議を開催した。

２．会議においては、日野長官の挨拶の後、当庁各部局等から金融検査の課題、監督行政のあり

方等、今後の業務運営の基本的考え方や諸問題等について説明があった。

〇長官挨拶（平成12年７月14日）

財務局長会議の開催に当たり、一言ご挨拶申 振り返れば、金融監督庁が発足した平成10年

し上げます。 ６月当時は、大変深刻な金融不安が発生してお

ご承知のように、去る７月１日に、中央省庁 り、極めて厳しい金融環境の下にありました。

等改革の先陣を切って、金融監督庁と大蔵省金 こうした中、私は、監督庁の発足に当たり、明

融企画局が統合され、金融庁が発足いたしまし 確なルールに基づく「公正で透明な金融監督の

た。 確立」、このような金融監督の基本となる「厳



正で実効性ある検査の実施とモニタリングの充 運用を行うとともに、消費者教育の充実を図っ

実」等５つの柱を業務運営の基本として掲げ、 て参りたいと思っております。

以降、職員一丸となって我が国金融システムの 第４は「明確なルールに基づく透明かつ公正

再生と安定をはじめとする諸課題に取り組んで な金融行政の徹底」であります。金融庁は、引

参りました。この間、金融再生法等の施行等、 き続き、市場規律と自己責任原則を基軸とした、

制度面での改正等もありましたが、皆さんのこ 明確なルールに基づく透明かつ公正な金融行政

れまでの努力が奏功して、我が国の金融システ の徹底を図り、金融行政を実施する各段階にお

ムは一頃に比べ、格段に安定してきております。 いて説明責任を果たすように努めます。このた

しかしながら、預金等全額保護の特例措置の め、検査・監督・監視の各分野における金融行

終了を控え、より強固なシステムを構築するこ 政の効率性・実効性の向上を図り、さらなるル

とが求められており、また、金融技術や情報通 ールの明確化や行政手続面での整備を行い、広

信技術の発達に伴い、金融商品・サービスの内 報活動を充実することとしております。また金

容が多様化し、異業種からの銀行業への参入等 融機関のディスクロージャーをより一層推進し

といった新たな動きが起きており、これらへの て参ります。

適切な対応も求められております。 第５は「金融行政の専門性・先見性の向上と

こうしたことから、金融庁発足に当たり、新 体制整備」であります。金融環境の激しい変化

たに追加された機能・特色を踏まえ、引き続き、 に迅速かつ的確に対応するため、金融行政にお

我が国金融行政に対する内外の信認の維持を図 ける専門性・先見性の向上に努めることとし、

っていくため、金融行政の理念を改めて問い直 このような観点から、金融大学校の設立も視野

し、これに基づいて、行政運営に当たって依る に入れて職員の研修の充実等を図り、専門知識

べき基本的考え方をとりまとめ内外に表明した と幅広い視野を有する人材の育成・確保、金融

ところであります。 行政に係る体制整備に努めることとしておりま

この、基本的考え方について申し上げますと、 す。

第１は「安定的で活力ある金融システムの構 第６は「外国金融当局との連携強化と国際的

築」であります。今後の預金等特例措置の終了 なルール策定への積極的な貢献」であります。

等を踏まえ、一層の金融システムの安定性の確 金融機関活動や金融取引の国際化に的確に対応

立を図り、より強固な金融システムを構築する するため、外国金融当局との協力関係を緊密化

こととするとともに、競争を促進し、活力ある し、情報交換等を促進するほか、国際的なルー

金融システムの構築を図ることとしております。 ル策定に積極的に貢献するとともに、世界に向

第２は「時代をリードする金融インフラの整 けた情報発信を拡大することとしております。

備」であります。金融技術や情報通信技術の発 以上、６つの基本的考え方に沿って、金融庁

達等に伴い、多様な金融商品・サービスの開発 の運営に取り組んでいくこととしております。

や、利便性の高い金融市場を目指す資金の移動 財務局におかれても、それぞれの現場で金融検

が今後も進むであろうことを踏まえ、利用者に 査監督事務に当たる職員一人一人への徹底をよ

とって一層利便性が高く、国際的にも重要かつ ろしくお願いいたします。

安定的な地位を保持し、ニューミレニアム時代 財務局におかれては、今事務年度は、信用組

をリードする金融インフラの整備を図ることと 合に対する集中検査のほか、地域金融機関の業

しております。 務再構築等、引き続き、地域における安定的で

第３は「利用者保護に配慮した金融のルール 活力ある金融システムの構築のため、重要な使

の整備と適切な運用」であります。多様な金融 命を担っておられます。財務局長にあっては、

商品・サービスが普及する中で、利用者が自己 金融庁と密接な連携を取りながらその的確な判

責任原則の下で安心して取引を行うための前提 断の下、適切な対応を取られるよう、よろしく

として、金融商品・サービスの利用者保護の環 お願いいたします。

境整備を図ることとしております。このため、 また、金融庁が制度の企画立案機能を担うこ

利用者を保護するためのルールの整備と適切な とに伴い、これまで以上に広報の役割が重要性
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を増しております。このため、当庁幹部による す決意でありますが、財務局長の皆様にも、そ

地方講演会を引き続き実施するほか、財務局幹 れぞれの職場で十二分に力を発揮していただき、

部にも様々な機会を通じて当庁の政策を積極的 国民の期待に応えられるような良い仕事をとも

に説明していただきたいと思います。 にしてまいりたい」と述べましたが、今もその

金融行政の課題は、先程申し上げましたよう 気持ちに変わりありません。財務局長の皆様に

に、なお山積しており、金融庁及び財務局に課 あっては、強いリーダーシップを発揮して、担

せられた使命を果たしていくためには、これか 当される検査・監督事務の的確な遂行に最善を

らも不断の努力が不可欠であり、気を緩めるこ 尽くしていただきたいと思います。

となく業務に当たっていく必要があります。ち 最後に、財務局職員の皆様のご健康とご健闘

ょうど２年前の会議に当たって、「私としては、 をお祈りして、私の挨拶とさせていただきます。

誠心誠意、長官の重責を果たしたく全力を尽く

（総務企画部政策課）

７月30日（日）に久世前金融再生委員長が辞 英之衆議院議員が金融再生委員長に就任された。

任され、同日付をもって、その後任として相沢

委員長の略歴 平成12年７月30日現在

国務大臣（金融再生委員会委員長）

相沢 英之（あいざわ ひでゆき） （大正８年７月４日 生）

出身地 大分県

昭和17年９月 東京帝国大学法学部卒業

昭和17年９月 大蔵省入省

昭和24年２月 京都府下京税務署長

昭和29年11月 大蔵省主計局主計官

昭和40年６月 大蔵省近畿財務局長

昭和45年６月 大蔵省理財局長

昭和46年６月 大蔵省主計局長

昭和48年６月 大蔵事務次官

昭和51年12月～現在 衆議院議員（以来９選）

昭和62年11月～昭和63年２月 衆議院法務委員長

平成元年６月～平成２年１月 衆議院外務委員長

平成２年２月～平成２年12月 国務大臣・経済企画庁長官

（第２次海部内閣）

平成８年12月～平成12年７月 自由民主党税制調査会副会長

平成９年９月～平成12年７月 自由民主党行政改革推進本部副本部長

平成10年８月～平成10年12月 衆議院金融安定化に関する特別委員会

委員長

平成11年11月～平成12年７月 自由民主党金融問題調査会会長

平成12年７月～ 国務大臣・金融再生委員会委員長

（第２次森内閣）
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公正で透明な金融行政が求められる中で、金融検査の重要性はますます高まってきており、こ

うした状況を踏まえ、金融検査にかかる事務運営の透明性の向上を図る観点から、金融庁は、平

成１２検査事務年度の検査基本方針及び基本計画を、７月28日、公表した。

〇平成12年７月28日発表

本事務年度における検査基本方針及び基本計画 確に対応した実効性の高い検査を実施する必

のポイント 要がある。

１．公正で透明性の高い検査の実施であり、こ こうした課題を踏まえ、平成12検査事務年

のため、証券検査マニュアルをはじめとした 度（平成12年７月～平成13年６月）において

検査マニュアルの整備や金融機関等からの意 は、以下の点に重点を置きつつ、検査の的確

見申出制度の本格的実施などに努めることと な実施に努めるものとする。

している。

２．平成14年４月に予定されているペイオフの １．公正で透明性の高い検査の実施

解禁や、情報通信技術の発達等の金融環境の 検査マニュアルの整備・充実

変化を踏まえた、効率的で実効性の高い検査 金融検査マニュアル及び保険検査マニ

の実施であり、このため、信用組合に対する ュアルの整備に続き、証券検査マニュア

集中検査や濃淡をつけた検査の実施、民間の ルの策定を含め、金融機関等を巡る環境

専門家の登用などに努めることとしている。 変化に対応したマニュアルの整備・充実

を図り、検査の透明性の向上に努める。

平成12検査事務年度検査基本方針及び基本計画 意見申出制度の本格的実施

Ⅰ．検査基本方針 立入検査において、検査官と金融機関

金融庁は、安定的で活力ある金融システム 等との間で十分に議論を尽くすとともに、

の構築と、金融市場の効率性・公正性の確保 これを促すため、検査官と金融機関等と

をその業務の主要課題と位置付け、もって国 の間に意見相違が生じた場合に、金融機

民の利益の向上や国民経済の発展に資するこ 関等から意見の申し出ができる制度を本

とを目的として、去る７月１日に発足した。 格的に実施し、検査の公正性の向上に努

金融庁においても、引き続き、市場規律と める。

自己責任原則を基軸とした、明確なルールに 検査指導官の活用

基づく公正かつ透明な金融行政を推し進める 検査官の指導訓練及び検査実施状況の

ことにより、預金者等の利便性の向上や保護、 把握等を専門に行う検査指導官を配置し、

信用秩序の維持等を図っていく必要がある。 指導の強化を図ることにより、検査マニ

特に、金融検査に対しては、早期是正措置や ュアルの的確な適用を含め、検査の質的

金融検査マニュアルの導入などを背景に、こ 向上に努める。

れまで以上にその質的水準の向上や手続きの 人材育成の充実・強化

透明性が求められており、公正で透明性の高 検査経験の少ない検査官に対して実地

い検査を実施する必要がある。 研修を実施するなど、研修の充実・強化

また、平成14年４月に予定されている、い を図るほか、金融技術や情報通信技術の

わゆるペイオフの解禁を控え、より安定的な 発達、金融のグローバル化等に迅速かつ

金融システムを構築するため、効率的な検査 的確に対応するため、民間の専門家の登

を実施する必要がある。同時に、金融技術や 用や海外当局との人材交流等に努める。

情報通信技術の発達、金融商品における時価

評価の導入など、金融環境の急速な変化に的 ２．効率的で実効性の高い検査の実施
４



濃淡ある検査の実施 中検査を実施する。

オフサイト・モニタリングを通じて得 また、財務局の検査の進捗状況等に応

られた情報や検査結果等を踏まえ、検査 じて、本庁検査部に新設された検査応援

頻度や検査内容について濃淡をつけた効 部門を活用するなど、円滑な検査の実施

率的・機動的な検査の実施に努める。 に努める。

金融グループ・コングロマリットの一 金融機関検査

体的な実態把握 金融機関検査については、金融検査マ

連結ベースでの資産内容やグループ内 ニュアルに基づき、法令等遵守態勢、リ

の取引関係等を的確に把握するため、各 スク管理態勢について、的確な実態把握

業態を横断的に所管している当庁の特色 に努める。

を活かし、親金融機関等と金融機関等子 特に、主要行、地方銀行、第二地方銀

会社、海外拠点の一体的な実態把握に努 行については、金融監督庁発足後、二巡

める。 目の検査になることを踏まえ、前回検査

部門制の充実・強化 における指摘事項の改善状況について、

検査官の増員、部門の増設による検査 重点的に確認する。

体制の拡充に加え、部門毎の業務の継続 また、信用金庫については、資産内容

性を高めることにより、各業態の特色に 等の実態把握のための検査を概ね一巡し

対応したより専門性の高い検査を実施す ているが、残りの信用金庫についても、

る。 平成13年３月末を目途として立入検査を

また、市場関連リスク、システムリス 一巡する。

クといった、専門性の高い分野に係るリ さらに、外国金融機関については、担

スク管理態勢の確認にあたっては、必要 当検査部門の充実を踏まえ、検査頻度や

に応じて専門班を編成し、深度ある検査 深度の向上に努める。

の実施に努める。 保険会社検査

内部監査・外部監査の活用 保険会社については、平成11年４月か

金融機関等の内部監査の有効性を的確 ら早期是正措置制度が導入されたことを

に評価し、実効性ある内部監査の実施を 踏まえ、前事務年度において、生命保険

促すとともに、内部監査・外部監査を活 会社を中心に資産内容等の実態把握のた

用した効率的な実態把握に努める。 めの検査を集中的に実施したところであ

実効性の高い検査の実施 る。

制度の企画立案から検査・監督・監視 本事務年度においては、新たに整備さ

までを一貫して担当することとなる金融 れた保険検査マニュアルに基づき、保険

庁の特色を踏まえ、検査において、経営 募集管理などの法令等遵守態勢、リスク

の問題点を金融機関等に対して的確に指 管理態勢について、的確な実態把握に努

摘するとともに、それが適時適切な問題 める。

点の是正につながるよう、監督上の措置 証券会社等検査

をとる監督部局や、証券取引等監視委員 証券会社については、前事務年度に引

会等と緊密な連携を維持する。 き続き、資産内容の健全性、早期是正措

置制度の基盤となる自己資本規制比率の

３．業態別の検査重点事項 正確性、顧客資産の分別管理の適切性に

信用組合集中検査 ついて、重点的に確認する。その際、必

本年４月に都道府県から検査監督事務 要に応じ、証券取引の公正の確保に関し

の移管を受けた信用組合については、資 て検査を実施している証券取引等監視委

産内容等の実態把握を速やかに行うため、 員会と連携を図り、同時検査を行うなど、

平成13年３月末までに立入検査を一巡す 効率的で実効性の高い検査の実施に努め

ることを目途として、財務局において集 る。
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Ⅱ．検査基本計画 証券投資信託委託会社 ５ （ ４）

１．金融機関検査の実施予定数 投資顧問業者 ２０ （ ３２）

銀 行 ５０ （ ５９） 計 ７０ （１２０）

信用金庫 ７５ （２４４）

信用組合 ２５５ （ ７） (注1)上記検査実施予定数は、当初計画とし

計 ３８０ （３１０） て設定しているものであり、金融機関等

を取り巻く現下の厳しい経営環境下にお

２．保険会社検査の実施予定数 いて適時の実態把握に的確に対応するた

保険会社 １０ （ ２３） め、弾力的な運用を行うこととしている

ことから、実施予定数は変動することが

３．証券会社等検査の実施予定数 あり得る。

証券会社 ４５ （ ８４） (注2)( ) 書きは、前検査事務年度実績。

（検査部総務課）

平成12年５月30日付でパブリック・コメント手続に付した本件は、６月30日をもってコメント

の受付を締め切り、寄せられたコメントを踏まえ、８月３日付で、「異業種による銀行業参入等

新たな形態の銀行業に対する基本的な考え方」の下、「異業種による銀行業参入等新たな形態の

銀行業に対する免許審査・監督上の対応（運用上の指針）」を決定し、公表した。

〇平成12年８月３日発表

異業種による銀行業参入等新たな形態の銀行業 点、④資産構成が国債等の有価証券に偏って

に対する基本的な考え方 いる場合のリスク管理や収益性の観点、⑤有

人店舗を持たずインターネット・ＡＴＭ等非

１．最近、事業会社等の異業種による銀行業参 対面取引を専門に行う場合の顧客保護の観点

入の動きや、コンビニ等の店舗網にＡＴＭを 等、従来の伝統的な銀行業においては想定し

設置し、主に決済サービスの提供を行う業務 ていなかった様々な観点からの問題が考えら

形態、更には店舗網を持たずインターネット れる。これらの問題は、銀行の資本形態や業

上でのみサービスの提供を行う業務形態等、 務形態・店舗形態の面で従来にない新たな形

従来の伝統的な銀行業にはない新たな形態の 態が出現したことに伴い生じた問題であり、

銀行を設立する動きが見受けられる。こうし 銀行法上要請されている銀行業務の健全かつ

た動きは、金融技術の革新、競争の促進等を 適切な運営の確保の観点から、改めて検討す

通じて、我が国金融の活性化や利用者利便の る必要がある。

向上等に寄与する可能性がある。 ３．金融再生委員会・金融庁としては、以上の

２．他方、こうした新たな形態の銀行業につい ような基本的な考え方の下、こうした新たな

ては、①子銀行の事業親会社等からの独立性 形態の銀行業に対する現行法令下での免許審

確保の観点、②事業親会社等の事業リスクの 査・監督上の対応について、パブリック・コ

遮断の観点、③事業親会社等と総合的な事業 メントに付した上で、別添の通り、運用上の

展開を図る場合の顧客の個人情報の保護の観 指針を策定した。
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もとより、新規に参入する銀行においても、 に対する評価を行わなければばらない。

決済機能や金融仲介機能の担い手として、通 原則４：銀行監督当局は、現存の銀行に対

常の銀行と同様、十分な財産的基礎、適格な する主要な所有権や支配力を他の主体に移

人的構成、内部管理体制等が求められること 譲させる提案を点検し、棄却する権限を持

になる。今後、これらの点も含め、本指針を っていなければならない。

踏まえ、免許審査や免許後の監督において十

分なチェックが行われることになる。 異業種による銀行業参入等新たな形態の銀行業

４．また、本指針は、あくまでも現時点で想定 に対する免許審査・監督上の対応

し得る主な問題点に対する基本的な対応方針 （運用上の指針）

を示したものであり、急速に進む金融技術の

革新やイノベーション等により、今後とも新 Ⅰ．新たな形態の銀行業における主な問題点と

たな形態の銀行が出現することが予想され、 免許審査・監督上の対応

その際には、別途の検討が必要となる場合も １．子銀行の事業親会社等からの独立性確保の

あり得ると考えられる。 観点

５．なお、最後に付言すれば、現行法令上、免 基本的考え方

許付与後、銀行の主要株主の変更を事前に把 銀行の経営の健全性を確保するためには、

握し、銀行の健全性確保に支障をもたらすよ 経営の独立性の確保が前提となるが、銀行

うな不適格な株主を排除する権限は、監督当 の経営方針に重要な影響を及ぼし得ると想

局に付与されていない。そこで、いわゆるバ 定される主要株主 (注) に事業会社等が存

ーゼル・コア・プリンシプルの要請や主要先 在する場合には、当該事業会社等（以下

進国の制度等を踏まえ、銀行の健全性確保の 「事業親会社等」という）の事業戦略上の

観点から、既存銀行の買収その他の場合にお 要請によって、子銀行の健全性が損なわれ

いて、銀行の健全性に支障をもたらすような ることのないよう、銀行経営の独立性の確

不適格な主要株主を把握し、これを排除し得 保について、特に留意する必要がある。

る権限を監督当局に付与すること等について、 （注) 銀行の経営方針に重要な影響を及ぼし

今後、金融審議会等において早急に検討を開 得ると想定される主要株主とは、企業会

始することとする。 計上の実質影響力基準に基づく関連会社

また、銀行の他業禁止の緩和等業務範囲の の基準等にしたがって、原則、議決権の

拡大、更には株式保有制限の在り方等、異業 ２０％以上を自己の計算において所有す

種の銀行業参入問題とは裏腹の関係にある規 る株主とする。具体的には、銀行を企業

制緩和の問題についても、関係各方面の理解 会計上の子会社又は関連会社とする国内

を得つつ、本年３月末に閣議決定された「規 会社、及び銀行の議決権の２０％以上を

制緩和推進３か年計画（再改定）」などを勘 自己の計算において所有する外国法人等

案し、金融審議会等において検討を行い、着 とする。

実に規制緩和を推進することとする。 なお、投資組合等については、当該投資

組合等の背後に存在する実質的な出資者

（注）バーゼル銀行監督委員会による「実効的 で、銀行の議決権の２０％以上を自己の

な銀行監督のためのコアとなる諸原則」 計算において実質的に所有する者を含む

(1997年９月）においては、各国の金融監 ものとする。

督当局が銀行を監督するにあたり適用すべ 免許審査及び免許後の監督において留意

き最低限の基準として、以下の原則を掲げ すべき事項

ている。 ａ．免許審査において確認すべき事項

原則３：免許付与当局は、免許付与の基準 ア）事業親会社等の有無、並びに事業親会

を設定し、一定の基準に満たない企業の申 社等が存在する場合、その概要及び事業

請を却下する権限を有していなければなら 戦略における子銀行の位置付け等

ない。免許付与のプロセスでは、最低限、 イ）子銀行の経営陣が常に銀行経営の健全

銀行の株主構造、取締役・・・（略）・・ 性を最優先として、独立して経営判断を
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行う経営体制が確保されているかどうか。 る必要がある。

例えば、子銀行の役員が事業親会社等 ① 事業親会社等の業況が悪化した場合、

の役員又は職員を兼任すること等により、 当該事業親会社等に対し、支援、融資等

子銀行の経営の独立性が損なわれていな を行わないこと

いか。 ② 事業親会社等の業況悪化や、事業親会

ウ）事業親会社等の店舗を共有する場合等 社等による子銀行株の売却、預金の引出

において、銀行業務の一部を事業親会社 し等、事業親会社等に起因する種々のリ

等に委託したり、事業親会社等の職員が スク（シナジー（相乗）効果の消滅、レ

銀行員を兼職すること等により、保安上 ピュテーショナルリスク（風評リスク）

ないしリスク管理上、銀行業務の健全か 等に伴う株価の下落・預金の流出、取引

つ適切な運営が損なわれていないか。 先の離反等）をあらかじめ想定し、それ

（なお、この点は、コンビニにＡＴＭを によって子銀行の経営の健全性が損なわ

設置する等のインストアブランチ（小売 れないための方策（収益源及び資金調達

店舗内銀行営業所）一般の形態に適用さ 源の確保、資本の充実等）を講じること

れるべき事項である。） ③ 特に、子銀行が事業親会社等の営業基

ｂ．免許後の監督において留意すべき事項 盤を共有しているような場合には、事業

ア）免許付与後、事業親会社等に該当する 親会社等の破綻等に伴い、営業継続が困

主要株主に変動がある場合には、子銀行 難とならないような措置を講じること

に対し、当局に速やかに報告するよう求 （注）なお、事業親会社等の子銀行以外の子

める（免許の条件とする）。 会社等についても、子銀行との間で

イ）免許付与後の子銀行の経営の独立性や、 営業基盤を共有する場合等当該子会社等

銀行業務の健全かつ適切な運営の確保の のリスクが子銀行に及ぶ可能性が高い場

状況等について、子銀行に対する検査な 合があり得ることから、当該子会社等に

いし報告徴求等により確認する。 対する必要なリスク遮断策を併せて求め

るものとする。

２．事業親会社等の事業リスクの遮断の観点 イ）上記のリスク遮断策によっても、完全

基本的考え方 に事業親会社等のリスクを遮断すること

銀行経営の独立性が確保されたとしても、 が困難な場合も想定され、事業親会社等

事業親会社等の経営悪化等、子銀行の意図 の経営リスクに伴う子銀行の経営悪化を

しない事業親会社等のリスクが子銀行に及 早期に把握する観点から、子銀行の経営

ぶ可能性がある。特に、子銀行と事業親会 に影響を及ぼし得る事業親会社等の業況

社等とが営業基盤を共有しているような場 について確認する。

合には、事業親会社等の破綻等に伴い、子 具体的には、免許申請者の収支の見込

銀行の営業基盤が一気に失われるおそれ や社会的信用等を審査するにあたり、当

（共倒れリスク）がある。こうしたリスク 該事業親会社等の財務状況や社会的信用

に対応するためには、現行の大口信用供与 等についても十分勘案する。その際、免

規制及びアームズ・レングス・ルール（特 許申請者に対し、事業親会社等の直近の

定関係者に対する優遇禁止）の遵守は当然 決算期の財務諸表及び監査報告書（注1)、

のことであるが、以下のような諸点につい 並びに当該監査報告書の内容が適正であ

て留意する必要がある。 ることを監査した他の監査法人による報

免許審査及び免許後の監督において留意 告書（注2)等の資料（事業親会社等が外

すべき事項 国法人等である場合には、財務状況を示

ａ．免許審査において確認すべき事項 す類似の資料）の提出を求めることとす

ア）子銀行において、事業親会社等のリス る。

クを遮断するための方策（注）が十分講 （注１）監査報告書と併せ、当該事業親会社

じられているかどうか。なお、当該方策 等の継続企業（ゴーイング・コンサー

には、最低限、以下の項目が含まれてい ン）としての存続可能性について特段
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問題がない旨の監査法人等の意見書の 法の法制化に向けた検討がなされており、

提出を求めるものとする。 将来、法制化された場合には、各銀行は、

（注２）企業内容等の開示に関する省令第９ 当該法律の規制に服することになるが、当

条の４の規定により有価証券届出書の 面、監督当局としては、以下の点に留意す

簡便な記載が認められる一定以上の格 る必要がある。

付を取得している者については、監査 免許審査及び免許後の監督において留意

報告書の内容を監査した他の監査法人 すべき事項

による報告書の提出を省略することが ａ．免許審査において確認すべき事項

できるものとする。 子銀行において、顧客の個人情報の保

（注３）事業親会社等が事業を行わない個人 護のための方策が十分講じられているか

である場合には、本項目によるリスク どうか。具体的には、顧客情報の相互利

遮断策のチェックは基本的に不要と考 用を行う場合には、最低限、事前に、利

えられるが、社会的信用等に関するチ 用する業者の範囲、利用目的、利用方法

ェックは必要である。 等を明確にした上で、顧客本人の明示的

ｂ 免許後の監督において留意すべき事項 な同意を得ることを必要とする運用体制

ア）免許付与後のリスク遮断策の履行状況 となっているかどうかを確認する。

（その確実な履行を免許の条件とする） ｂ．免許後の監督において留意すべき事項

については、子銀行に対する検査ないし 免許付与後、顧客の個人情報の保護の

報告徴求等により確認する。なお、リス ための方策を確実に履行しているかどう

ク遮断策の履行状況に問題がある場合や、 かについて、子銀行に対する検査ないし

当初予定していたリスク遮断策では不十 報告徴求等により確認する。

分である場合には、銀行法第26条に基づ

く業務改善命令を発出することもあり得 ４．資産構成が国債等の有価証券に偏っている

る。 場合のリスク管理や収益性の観点

イ）免許付与後の事業親会社等の業況等に 基本的考え方

ついては、定期的に、子銀行に対し、事 銀行の資産構成が貸出ではなく国債等の

業親会社等の財務諸表、監査報告書等、 有価証券に偏っている場合には、現行の信

事業親会社等の経営状況・財務状況を示 用リスクを中心とした自己資本比率規制の

す資料の提出を求める（免許の条件とす 下では、信用リスクはほとんどないことか

る）ことにより確認する。仮に、事業親 ら所要自己資本額は極めて小さくなるが、

会社等の経営に問題があると判断される 伝統的な銀行業とは異なる業務形態に鑑み、

場合には、子銀行の経営に対する影響及 金利リスク、事務リスク等のリスク特性に

び必要な場合の対応策等について子銀行 見合った自己資本が必要である。

に対し報告を求める。 また、伝統的な銀行業に想定される信用

リスクを取らない場合には、信用リスクに

３．事業親会社等と総合的な事業展開を図る場 対応するリターン（収益性）も期待できな

合の顧客の個人情報の保護の観点 いことから、将来の収支見通しについては、

基本的考え方 この点も勘案した審査が必要である。

顧客の個人情報の保護は、一般に、銀行 免許審査及び免許後の監督において留意

が適切な業務運営を営む上で必須の事項で すべき事項

あるが、事業親会社等と子銀行の関係にお ａ．免許審査において確認すべき事項

いては、両社のシナジー（相乗）効果を図 ア）銀行の資産構成が貸出ではなく国債等

る観点から、特に、顧客情報を相互に活用 の有価証券に偏っている場合には、伝統

することが予想される。そのため、顧客の 的な銀行業とは異なる業務形態に鑑み、

個人情報の保護が十分図られているかどう 金利リスク、事務リスク等のリスク特性

かについて確認する必要がある。本問題は、 に見合った自己資本となっているか、Ａ

現在、関係省庁等において、個人情報保護 ＬＭ管理（資産負債管理）等のリスク管
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理が適切に行われるような体制となって 以下の点に留意する。

いるかどうか。 なお、電子金融取引に係る規制・監督一

イ）将来の収支見通しの審査に当たっては、 般については、関連分野の有識者からなる

収益源をどこに求めるのか、その収益源 「金融サービスの電子取引と監督行政に関

は確実かつ将来にわたり安定的と見込ま する研究会」の報告書（12年４月18日）の

れるか、収益の前提となる諸条件につい 指摘も踏まえ見直しを行う。

て見込みを下回った場合の対応策が講じ 免許審査及び免許後の監督において留意

られており、そのような場合でも経常経 すべき事項

費を賄う程度の収益を見込めるか。 ａ．免許審査において確認すべき事項

ウ）なお、全国的に決済業務を営む場合に ア）以下に掲げる事項について、無店舗営

は、確実な決済の確保が見込まれるかど 業であっても適切に対応し得るための態

うか。 勢が整備されているかどうか。

ｂ．免許後の監督において留意すべき事項 ① 顧客からの苦情・相談の対応

免許審査時に確認した自己資本が維持 ② システムダウン等に伴う顧客対応

されているか、ＡＬＭ管理等のリスク管 ③ 法令に基づく顧客への説明義務の履行

理が適切に行われているか等について、 ④ ディスクロージャーの履行

検査ないし報告徴求等により確認する。 ⑤ マネーローンダリング防止等の観点か

また、免許審査時に確認した収益源に らの本人確認義務の履行

ついては、計画通りの収益を上げている イ）収支見通しについて、競合者の参入、

かどうか、収益の前提となる諸条件に変 システムの陳腐化等、環境の悪化に伴う

更はないかどうか、計画通りの収益を上 対応方策が確立しており、その場合でも

げていない場合にはその対応策等につい 一定の収益を見込めるような計画となっ

て、報告徴求等により確認する。 ているかどうか。

ウ）金利等の条件に敏感である顧客層の特

５．有人店舗を持たずインターネット・ＡＴＭ 性や、取引の解約・変更が容易になされ

等非対面取引を専門に行う場合の顧客保護等 得る特性に鑑み、顧客の一時大量流出に

の観点 備えた流動性確保のための方策が確立し

基本的考え方 ているかどうか。

インターネット等による電子金融取引は、 エ）システムのセキュリティのレベルが十

既存銀行において既に取扱いを開始してお 分な水準に達しているかどうか。システ

り、規制のあり方や監督方法を電子取引の ムの安全管理体制（外部委託先の管理を

特性に対応したものへと見直すことにより、 含む）や障害発生時の危機管理体制等が

実効性のある利用者保護を図る必要が生じ 適切に講じられているかどうか。（外部

ている。 機関の評価書類を提出させる）

特に有人店舗を持たず、専らインターネ ｂ．免許後の監督において留意すべき事項

ットやＡＴＭ等の非対面取引を専門に行う 免許審査時に確認した対応策の履行状

銀行については、従来有人店舗が果たして 況について、検査ないし報告徴求等によ

きた機能を、適正なルール及び行内の態勢 り確認する。

整備等を行うことにより他の手段で代替す

る必要がある。また、ＩＴを活用した新た Ⅱ．既存銀行等への適用

なサービスの提供にあたっては、一般の利 上記Ⅰ．に掲げた監督上の留意点は、既存

用者が特別の訓練を経ずに安全かつ簡便に の銀行を事業会社等が買収した場合、既存の

利用できるような仕組みが整えられている 銀行が顧客の個人情報を活用する場合やイン

必要がある。 ターネットバンキングを行う場合等、同様の

以上のような観点を踏まえ、当面、イン 形態を持つ既存銀行の監督においても、基本

ターネットやＡＴＭ等の非対面取引を専門 的に適用することとする。

に行う銀行に対する免許・監督については、 また、上記Ⅰ．の１．～３．に掲げた免許
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審査・監督上の留意点は、事業会社等が銀行 適用することとする。

持株会社を保有しようとする場合についても

（金融再生委員会事務局総務課）

（監督部銀行第１課）

バーゼル銀行監督委員会は、去る７月26日、本年11月末をコメント期限とする市中協議ペーパ

ー「銀行組織の内部監査、および監督当局と内部・外部監査人との関係」を公表した。本ペーパ

ーは、（１）内部監査部門の監査対象業務からの独立性等、望ましい銀行の内部監査機能のあり

方、および（２）銀行監督当局と内部・外部監査人との定期的な協議等、銀行監督当局と内部・

外部監査人との望ましい関係のあり方について、必要な諸原則をとりまとめたものである。

〇平成12年７月26日発表

銀行組織の内部監査、および監督当局と内部 果、意見およびその他の情報を、組織外の

・外部監査人との関係 人間の注意を引くことなく報告するための

十分な仕組みを内部監査規程で講じておく

コメントのお願い ことは、実務として望ましいとしばしば考

バーゼル委員会は、このペーパーを市中協 えられている。このような仕組みは適切な

議のために公表し、ペーパーの全ての点にお レベルの経営陣、取締役会または監査委員

いてコメントを求める。 会（それが存在する場合）への報告を含む。

とりわけ、以下の論点についてのコメント 内部監査機能の報告に関する事項につき、

を歓迎する。 本ペーパーでは適切に記述していると考え

るか。

１．内部監査の定義

本ペーパーの中で引用された定義*1は、 ３．内部監査機能をアウトソースしてもよい

内部監査人のコンサルティング活動をも含 程度

むものである。しかし、助言やコンサルテ 銀行の内部監査部門は、銀行の主要業務

ィング活動は、内部管理システムの検証・ 全てを検証するだけの十分な技量を有して

評価を行う銀行内の独立査定機能という内 いるべきとする国がある。もっともこれら

部監査本来の機能に付随するものに留める の国でも、内部監査部門が技量を有してい

べきだという意見は多い。この点において ない、あるいは十分にはそうでないような

本ペーパーの記述は適切に釣り合いがとれ ある種の検査について、外部の専門家がこ

ていると思うか。 れを行うことは許容されている。他の国で

は、アウトソーシング・ベンダーが実質的

２．内部監査人のいわゆる「内部告発」 に全ての内部監査業務を行うようなアウト

（whistleblowing）機能 ソーシング契約を認めているところもある。

内部監査人は監督当局に対し、直接情報 ただしこのような契約のもとでは、金融機

を開示する権限・義務が与えられるべきと 関は上席かつ経験を積んだ個人を内部監査

いう意見があり得る。一方で、「内部告発」 の長として据え、小人数の内部監査スタッ

機能は銀行経営陣と内部監査人の相互信頼 フを配置し続けるべきである。内部監査の

関係を損なうものだとの意見もある。しか アウトソーシングについての賛否およびア

しながら、内部監査人が監査結果、調査結 ウトソーシングがなされた場合の留意点に
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ついての見解はどうか。 よっては、取締役会は執行主体（上級管理

職、一般管理職）に対する唯一の、あるい

４．金融機関の外部監査人による内部監査 は主たる監督機能を有し、後者が職務を全

国によっては、内部監査のアウトソース うするのを確実ならしめている。この理由

先が全ての点において外部監査人または外 により、取締役会は監督理事会（supervis

部監査人が属する企業やグループから完全 ory board ）として位置付けられている。

に独立していることを求めるところもある。 こうした場合、取締役会は業務執行機能は

一方、外部監査人であり金融機関のために 有していない。これに対し、銀行経営の全

財務諸表監査や他のサービスを実施してい 般的枠組みの設定など、より広範な権限が

るようなアウトソーシング・ベンダーを認 取締役会に与えられている国もある。こう

めている国もある。この点についての見解 した相違を踏まえ、本ペーパーでは、取締

はどうか。 役会および上級管理職の概念を法的構造の

要素としてではなく、銀行の内部における

はじめに 二つの意思決定機能を示すものとして用い

る。本ペーパーで述べられた諸原則は、各

１．銀行監督上の問題に対処し、サウンド・ 国固有のコーポレート・ガバナンス構造に

プラクティスを促進する指針を通じて監督 応じて適用されるべきである。バーゼル委

を強化するための継続的な努力の一環とし 員会が1999年9 月に公表したペーパー、

て、バーゼル銀行監督委員会は銀行組織の 「銀行組織にとってのコーポレート・ガバ

内部監査、および監督当局と内部・外部監 ナンスの強化」を参照することもまた、有

査人との関係について本ペーパーを公表す 益であり得よう。

る。銀行組織における適切な内部管理は、

組織の管理システムを評価する独立した有 ４．本ペーパーに述べられた諸原則に従って

効な内部監査によって補強されなければな 構成された銀行内の内部監査機能は、銀行

らない。一方、外部監査人は、このプロセ 監督当局の作業を容易にする。内部監査機

スの有効性について重要なフィードバック 能を含む強固な内部管理と独立した外部監

を提供することができる。有効な方針や実 査は、健全なコーポレート・ガバナンスの

務が守られ、内部・外部監査人が発見した 一環であり、それがひいては銀行経営陣と

内部管理上の問題点に対し経営陣が適切な 銀行監督当局との間の協調的な作業関係に

是正措置を講じているかにつき、銀行監督 寄与するのである。有効な内部監査機能は、

当局は満足していなくてはならない。最後 銀行経営陣および銀行監督当局にとって内

に、銀行監督を最大限有効なものとするた 部管理システムの質を知る上で価値ある情

め、監督当局、内部監査人および外部監査 報源である。

人の協力関係が重要である。

５．内部監査の役割、および監督当局と内部

２．本ペーパーに述べられた諸原則は、実施 ・外部監査人との関係についての明確な指

の概略を示したものであり、実施の詳細は、 針の策定は、自己資本充実度の枠組み、と

オンサイト・オフサイトの監督手法の活用 りわけ監督上の検証の柱をも強化する。こ

の仕方、監督制度における外部監査人の用 の点で、銀行の内部管理制度は、資本の自

いられ方の度合いによって変わるものであ 己評価プロセスにとって不可欠である。自

る。 己資本評価プロセスの有効な管理は、独立

した内部検証と、必要に応じた内部・外部

３．本ペーパーは、取締役会や上級管理職で 監査人の参画を含むものである。

構成される経営管理の体制についても述べ

る。取締役会や上級管理職の機能に関して 内部監査の定義

は、国毎に法律や規制の枠組みがかなり異 ６．1999年６月に、内部監査人協会の理事会

なることを当委員会は認識している。国に は以下の内部監査の定義を採択した。
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「内部監査は、独立した客観性のある保証 方針への遵守状況の適切なモニタリング手

とコンサルティングに関する活動であり、 法を上級管理職が構築・維持していること

組織の業務の付加価値を高め、また改善す を確保する最終的な責任を負っている。

るものである。内部監査は、システマティ 原則２

ックで規律のあるアプローチでリスク管理、 銀行の上級管理職は銀行に内在するリス

コントロールおよび企業統治プロセスの有 クを認識し、計測し、モニターし、コント

効性を評価、改善することにより、組織が ロールするプロセスを開発することに責任

目的を達成するのを支援する」 を負っている。

原則３

７．客観性と公平性の要請は、銀行業界の内 内部監査機能は内部管理システムや銀行

部監査部門には特に重要であるが、このこ の自己資本評価の内部プロセスに対する継

とにより内部監査部門がアドバイスやコン 続的なモニタリングの一環である。それは

サルティングに関わる可能性が必ずしも排 既に確立している銀行の方針や手続の適切

除されるわけではない。内部管理の進捗に 性および遵守状況についての独立した評価

ついて上級管理職にアドバイスするのは、 を提供するからである。このようにして、

管理体制の導入が必要な際、経営陣が情報 内部監査機能は、組織の構成員が上記に述

に基づいて決定を下すことを確実にするの べたような責務を有効に成し遂げるのを支

に、しばしば費用対効果があるやり方であ 援する。

る。しかしながら、それ以外のアドバイス 内部監査の原則

やコンサルティングは、内部監査の基本機 常設機能－継続性

能、すなわち財務報告の管理を始めとする 原則４

内部管理システムの検証や評価を行うため 銀行における内部監査は常設機能でなく

に銀行内に設立された独立査定部門として てはならない。自らの義務と責任を果たす

の機能、に付随するものであるべきである。 上で、上級管理職は銀行が継続的に、その

内部監査人が上級管理職に対し、導入され 大きさや業務の性質に応じた適切な内部監

るべき内部管理について助言したとしても、 査機能に依拠できるよう、必要とされる全

内部監査人は上級管理職が実施した、ある ての措置をとらなければならない。これら

いは指示した内部管理を分析したり批判し の措置の中には、目的を達成するため適切

たりすることから排除されるべきではない。 な資源とスタッフを内部監査部門に投入す

ることも含まれる。

８．銀行の中には、管理の自己評価を導入す 独立的機能

るという選択をしたところもある。これは、 原則５

管理職および／またはスタッフチームが自 銀行の内部監査部門は、被監査業務から

己の業務や機能を分析し、内部管理手続の 独立していなければならない。当該部門は

うち関連する部分の効率性を評価する、正 また、日常的な内部管理プロセスからも独

式かつ文書化されたプロセスということが 立していなければならない。これは、内部

できる。内部監査を代替するものではない 監査部門は銀行内で適切な地位が与えられ、

が、内部管理の効率性を評価する有用な手 客観性と公平性のもとに職務を遂行する、

法と考えられよう。 ということを意味している。

内部監査規程

内部監査機能の目的および任務 原則６

原則１ 内部監査規程は、銀行内の内部監査部門

銀行の取締役会は、適切かつ有効な内部 の地位と権限を保証するものである。

管理システム、銀行業務の様々なリスクを 公平性

評価する計測システム、リスクを銀行の自 原則７

己資本水準に関連付けるシステム、および 内部監査部門は、客観的かつ公平である

法律、規制、当局の監督方針、自行の内部 べきである。すなわち、偏見や介入を排除
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して任務を全うし得る立場に置かれなけれ 原則14

ばならない。 監督当局は、認識されたリスク分野とと

職業的専門性 られた処置を話し合うため、銀行の内部監

原則８ 査人と定期的な協議を行うべきである。同

全内部監査人および内部監査部門全体に 様の観点から、銀行の内部監査部門と銀行

とって、職業的専門性は銀行の内部監査機 の外部監査人の協力関係についても検討さ

能が正常に機能するために必要不可欠であ れ得るであろう。

る。 原則15

業務の範囲 監督当局は、監督下の銀行における内部

原則９ 監査の責任者と共に政策的な問題を話し合

銀行の全ての業務と組織が内部監査の対 う場を定期的に持つことを推奨される。

象となるべきである。 内部監査人と外部監査人との関係

自己資本についての銀行の内部評価手続 原則16

原則10 監督当局は内部監査人と外部監査人との

自己資本についての銀行の内部評価プロ 間の協力関係を可能な限り効率的かつ有効

セスの枠組みの中で、銀行の内部監査部門 にするため、両者間の協議を促進するべき

は、銀行の直面する種々のリスクを評価す である。

る計測システム、自行で開発したリスクと 監督当局と外部監査人との関係

銀行の自己資本水準を関連付けるシステム、 原則17

資本の内部政策に対する遵守状況をモニタ 外部監査人により銀行の監督当局のため

リングする手法について、独立した検証を になされた活動は、法的な、あるいは契約

定期的に実施するべきである。 上の根拠を持っているべきである。監督当

内部監査の機能度 局から外部監査人に課された行為がいかな

実務手法と監査の種類 るものであれ、それは監査人の通常の監査

原則11 活動にとって補足的なものであり、また監

内部監査は、監査計画の策定、利用可能 査人の専門の範囲内であるべきである。

な情報の検証・評価、監査結果の周知、勧 監督当局、外部監査人および内部監査人の

告や問題点のフォローアップを含む。 間での協力関係

内部監査部門の管理 原則18

原則12 監督当局、外部監査人および内部監査人

内部監査部門の長は、同部門が健全な内 の間の協力関係の狙いは、最適な監督を行

部監査原則に則って業務を行っていること うため全関係者からの貢献をより効率的か

の確保に責任を持つべきである。 つ有効にする、という点にある。この協力

原則13 関係は、監督当局と外部・内部監査人の間

取締役会は、上級管理職が内部管理シス の定期的な会合が基本となろう。

テムと自己資本評価手続を策定し、それら

を最低年一回検証することを確保するべき *1 本ペーパーでは、1999年6 月に内部監

である。最低年一回は、上級管理職は取締 査人協会の理事会が採択した内部監査の

役会に内部管理システムおよび自己資本評 定義を引用している。

価手続の対象範囲、実績について報告する

べきである。銀行監督当局は、銀行の内部 上記は、市中協議ペーパー要約版であり、

監査部門の活動を評価し、結果に満足した 詳細については、ホームページを参照。

場合は、リスクが潜在する分野を見極める

ために、それに依拠することができる。 （総務企画部国際課）
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金融再生委員会は、去る６月30日、預金保険機構が新生銀行（旧長銀）から引き取ることとし

たそごうグループ向け債権について、経営再建計画が実行可能なものであることを前提として同

機構が債権放棄要請を受け入れることを了承した。

しかし、７月12日、同社を取り巻く環境の大きな変化を踏まえ、そごうが自主的な経営判断と

して経営再建計画を断念し、東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請し、債権放棄要請を取り

下げたため、今後、そごうの再建問題は、民事再生法という法的枠組みの下、メインバンク等関

係金融機関等の協力を得て、進められることとなった。

７月27日、金融再生委員会は、「そごうグループに対する債権放棄についての経緯と考え方」

をとりまとめ、公表した。

〇平成12年７月27日発表

１．はじめに （１）金融再生法では、特別公的管理銀行（旧

金融再生委員会は、去る６月30日、預金保 長銀）を清算するのではなく、できるだけ

険機構（以下、「機構」）（国）が長銀株式 速やかに譲渡先を見つけることとしており、

譲渡契約に基づいて新生銀行（旧長銀）から また、「善意かつ健全な債務者を保護する」

引き取ることとしたそごうグループ向けの債 目的を実現するため、長銀の個別の貸出資

権について、そごうの経営再建計画が実行可 産について「善意かつ健全な（債務者」に

能なものであることを前提にして、機構が同 対する貸出資産として同行に残すべきかど

グループからの債権放棄要請を受け入れるこ うかの判定を金融再生委員会が行うよう定

とを了承しました。 められています。平成11年２月に行われた

しかし、その後、７月12日、同社を取り巻 資産判定時には、そごうグループは財務状

く環境の大きな変化を踏まえ、そごうが自主 況が悪くなく、その債権が旧長銀に残され

的な経営判断としてこれまでの経営再建計画 ることになりました。

を断念し、東京地方裁判所に民事再生法の適 （２）次に、金融再生委員会は譲渡先の選定作

用を申請し、債権放棄要請を取り下げること 業にかかりましたが、金融再生法では米国

となり、今後、そごうの再建問題は、民事再 のロス・シェアリングのような仕組み（破

生法という法的枠組みの下、メインバンク等 綻銀行売却後に同行に生じた２次ロスの一

関係金融機関・取引先の協力を得て、進めら 部を政府が補てんする仕組み）を設けるこ

れることになりました。 とができないため、作業は難航しました。

これまでの間、本問題に関しましては、私 そこで金融再生委員会では、上記の資産判

どもの説明不足もあって、多くの国民の皆様 定作業の経緯から、民商法上の瑕疵担保責

や国会の場におきまして、様々なご意見やご 任の法理（売ったものに隠れた瑕（きず）

批判をいただきました。そこで、ご意見等を があれば、買主に対して売主が一定の責任

踏まえ、以下では本問題を極力分かりやすく を負う）を用いて、金融再生法の下でも実

ご説明します。 施可能な２次ロス対策を考えました。

２．これまでの経緯 （３）具体的には、旧長銀譲渡後３年間は、あ

平成10年秋、第１４３回国会での与野党協 る債務者を金融再生委員会が「善意かつ健

議により金融再生法が制定され、同年10月に 全な債務者」と判定した根拠が真実でなく

経営破綻した長銀は同法により特別公的管理 なった場合等を「瑕疵」と考え、そのよう

銀行として一時国有化され、同年12月に設立 な「瑕疵」が明らかになった場合で、かつ、

された金融再生委員会がその破綻処理の任に その債務者に対する貸出資産の実質価値が、

当たることになりました。 旧長銀譲渡時と比較して２割以上減ってし
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まった場合に機構（国）が責任を負うこと 請が行われました。

にしました。この場合、旧長銀の資産の買 ３．金融再生委員会における債権放棄の検討

い手である新生銀行はその債務者に対する そごうグループからの債権放棄要請に対し

貸出資産の引取を機構に求めることができ、 どう対処すべきかについて、債権放棄の要請

機構は資産の引取りと引き換えに、その貸 を受けた機構が十分な調査・判断を行った上

出資産の旧長銀譲渡時における実質価値相 で、金融再生委員会においても、様々な観点

当額（簿価から引当金を控除して計算した から議論が行われました。

もの）を新生銀行に支払う取り決めとなっ 具体的な処理案としては、①債権放棄要請

ています。なお、引当金とは、将来の資産 には応じない、②債権放棄要請に応じる、の

価値の減少に備えて、その合理的な見積額 ２案がありましたが、その比較は以下のとお

を損失として計上したものです。 りです。

（４）このような瑕疵担保特約を盛り込んだ結 （１）債権放棄要請に応じない場合、そごうグ

果、難航していた譲渡先との交渉は妥結し、 ループは直ちに会社更生法等の法的処理に

他の「適」（善意かつ健全な債務者）資産 入ると考えられますが、そうなると債権の

とともにそごうグループ向け債権は今年の 回収可能見込み額はせいぜい８００億円程

３月初めの旧長銀譲渡時に新生長銀に承継 度にとどまり、引当金（約１千億円）を差

されました。但し、その際の同債権は名目 し引いても少なくとも200 億円以上の追加

上の債権金額は約２千億円ですが、その実 的な損失が発生します。また、１万社の納

質価値は、資産判定後の財務状況の悪化等 入業者（90% が中小企業）や消費者にも負

を踏まえ、会計原則に従って約１千億円と 担が及び、５万人（うち正社員１万人) の

されました。この差額である引当金約１千 雇用にも影響が出る懸念もありました。

億円は、旧長銀の資産と負債（預金）をバ ① 債権放棄要請に応じる場合、放棄要請

ランスさせるために、譲渡時においては、 額が引当金約１千億円の範囲内ですので、

金融再生法の規定に基づき、旧長銀の預金 この段階で新たな国民負担は生じず、債

者等を保護する目的で、引当金額と同額の 権の額面が約１千億円に縮減するだけで

損失補填が公的資金により行われています。 す。そごうグループの再建が順調に進め

この約１千億円は旧長銀の債務超過相当額 ばこの約１千億円は全額回収可能である

約３．６兆円の一部です。なお、このよう と考えました。

な引当金は全体で約９千億円となっていま ② さらに、他の金融機関は回収が30年か

す。 かるところ、メインバンクの日本興業銀

（５）今年４月、そごうグループが新生銀行に 行の協力を得て、機構の債権については

９７０億円の債権放棄要請を行ったことか 12年で全額回収できることとなり、回収

ら状況は大きく変化しました。６月28日、 の確実性を高めることもできるようにし

上記の瑕疵担保特約に基づき、新生銀行か ました。

ら同グループ向け債権（額面約２千億円、 （２）これらを踏まえ、金融再生委員会として

引当金約１千億円）を機構で引き取ってほ は、『本件は、「破綻した金融機関を処理

しいとの正式な通知があり、機構は、監査 する過程で機構（国）が取得した私企業向

法人の意見も踏まえ、瑕疵の推定とそごう け債権をどう処理するか」という問題であ

債権の実質価値の２割以上の減価が認めら り、金融再生法の定める「国民負担最小化

れることから、これを受け入れる方針を固 の原則」に則って判断することが基本であ

めました。かくして、機構は旧長銀譲渡時 る、そして、機構が債権放棄に応ずること

の実質価値相当額の約１千億円を新生銀行 が適当である』との結論になりました。

に支払って、この額面約２千億円の債権及 但し、その前提条件として、経営責任等

び引当金約１千億円を取得することになり の追及に向けた一定の取組がなされていこ

ました。その機構に対して、同グループか とを確認しました。また、そごうグループ

ら９７０億円の債権放棄（額面の減額）要 の当初の再建計画はそごう及びメイン・バ
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ンクが実行可能なものとして策定したもの 調に進み、国及び機構としては、破綻処理

でありましたが、機構においてその中身を 費用ができるだけ小さくなるような処理が

十分精査していることも確認しました。そ 行われることを期待します。

して、この再建計画が実行に移されること （２）今般、金融再生委員会においては、そご

を債権放棄の条件としたのです。 うグループの債権放棄問題について、①金

４．７月以降の動き 融再生法が定める「国民負担最小化の原則」

その後、そごうが同社を取り巻く環境の大 を基軸としつつ、②経営責任の明確化、③

きな変化（「税金で一私企業を救済すべきで 社会的混乱の回避等の観点から慎重に検討

ない。」等の世論の高まり）を踏まえ、自主 を行いました。この判断について、各方面

的な経営判断として、これまでの経営再建計 から、もっと企業のモラルハザードの問題

画を断念し、７月12日、東京地方裁判所に民 に配慮すべきでないか、あるいは、債権放

事再生法の適用を申請し、債権放棄要請を取 棄の基準をさらに明確化すべきではないか、

り下げることとなりました。今後、民事再生 といったご指摘を頂いたところでもありま

法の下で、そごうの再建計画が、メインバン す。

ク等関係金融機関・取引先の協力を得て、再 （３）債権放棄については、個別の事例に則し

度検討されることとなります。 て検討を進めなければならない場合も多く、

（１）民事再生法による処理の場合は、債権放 どこまで基準を明確化できるか困難な面も

棄の場合に比べて破綻処理費用即ち国民負 ありますが、関係各方面の様々なご意見に

担は増加することになると考えられますが、 耳を傾け、一層の明確化について真摯に検

それがどの程度のものになるかは、今後の 討していきたいと考えます。

法的処理の中で、再建計画の内容がどのよ いずれにしても、今後とも、機構（国）

うなものになるかによるものであり、現時 の債権放棄については安易に認められるべ

点で申し上げることはできません。 きでないのは当然であり、慎重の上にも慎

いずれにしても、今後、そごうの新しい 重に対応してまいりたいと考えています。

再建計画が、民事再生法の枠組みの下で順

（金融再生委員会事務局金融危機管理課）

金融再生委員会は、７月13日、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱に対し、銀行業の免許を

与えるとともに、信託業務の兼営を認可した。

〇平成12年７月13日発表

免許等申請会社の概要

１．商 号 ： 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

２．本店所在地 ： 東京都中央区日本橋本町４ー１１ー５

３．設立年月 ： 平成１２年６月２０日（火）登記済

４．資 本 金 ： ５００億円

５．出 資 者 ： ㈱大和銀行（５０％）、住友信託銀行㈱（５０％）

６．代 表 者 ： 会長 松井 駿介（前 住信保証㈱取締役社長）

社長 松田 良一（前 ㈱大和銀行専務取締役）

７．役職員数 ： ６００名程度（派遣社員含む）

８．免許等業務 ： 銀行業、信託業務

９．営業開始日 ： 平成12年７月下旬から上旬

（注）本格営業は、平成12年10月開始予定

（金融再生委員会事務局総務課）
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第一生命保険相互会社に対する当庁検査の結果、同社は転換契約者の保険料負担で誤解を与え

かねない説明及び特定の個人に限り特別扱いされ優遇されるとの誤解を生じさせるおそれのある

用語を用いた見積書を用いて募集行為を行っていた事実が認められた。このため、８月11日、会

社組織における法令遵守体制、募集資料等の点検・管理に係る業務体制の整備・充実を図ること

を内容とする行政処分を行った。

〇平成12年８月11日発表

１．第一生命保険相互会社については、当庁の ９号に基づく保険業法施行規則第２３４条第

検査の結果、以下のような行為が確認された。 ４号に抵触する。このため、本日、同社に対

（１）転換契約の際の契約者の保険料負担につ し、保険業法第１３２条第１項の規定に基づ

いて、保険契約者に誤解を与えかねない説 き、以下の内容の行政処分を行った。

明により募集行為を行った。 （１）法令等の遵守について、同社役員、使用

（２）転換契約にあたり、契約者に対し特定の 人及び生命保険募集人に対する教育・指導

個人に限り特別扱いされ優遇されるとの誤 の徹底をはじめ、会社組織における法令等

解を生じさせるおそれのある用語が記載さ 遵守体制の整備・充実を図ること。

れた保険料見積書を用いて保険募集を行っ （２）社内研修教材や募集資料の点検・管理に

た。 係る業務体制の整備・充実を図ること。

２．この行為は、保険業法第３００条第１項第

（監督部保険課）

８月４日、金融庁への移管後、初の金融審議会総会が開催され、金融再生委員長から「安定的

で活力ある金融システムの構築及び金融市場の効率性・公正性の確保に向けて、金融に関する制

度の改善に関する事項について、審議を求める」との諮問等が行われた。また、今後の審議会の

運営方針等について、審議が行われた。

〇平成12年８月４日発表

金融審議会の運営について

金融再生委員会、金融庁長官及び大蔵大臣による諮問

経済・金融を取り巻く環境の変化を見据え、安定的で活力ある金融システムの構築及び金融市場の

効率性・公正性の確保に向けて、金融に関する制度の改善に関する事項について、審議を求める。

審議事項と部会設置等

１．次期通常国会での法制化等を目指した事項を中心とする審議

引き続き第一部会及び第二部会を設置し、以下のとおり、次期通常国会での法制化等を目指した

事項を中心に審議を行う。
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「第一部会」；異業種参入に伴う銀行法等の整備、他業禁止の緩和等

「第二部会」；個人信用情報保護・利用に関する制度整備

２．今後の我が国の金融システムの方向性を展望するための新たな取り組み

「金融の基本問題に関するスタディグループ」を新たに設置し、まずは、今後の我が国の金融シ

ステムの方向性を展望するための論点整理に向け、自由なブレーンストーミングを行う。（別紙参

照）

金融審議会の部会等の構成イメージ

第１部会

（異業種参入に伴う銀行法等の整備、他業禁止の緩和等）

総 会 Ｗ Ｇ （実務的な検討の要に応じ設置）

第２部会

金融の基本問題に （個人信用情報保護・利用）

関するスタディ

グループ Ｗ Ｇ （実務的な検討の要に応じ設置）

＝「個人信用情報保護・利用の在り方に関する作業部会」は

引き続き設置 ※産業構造審議会・割賦販売審議会と合同

金融審議会・金融の基本問題に関するスタディグループの設置について

１．設置の趣旨

（１）近年、我が国においては、金融システム改革及び金融危機への制度面での対応等を喫緊の課

題として取り組んできたところである。

（２）こうした中で、グローバルなレベルでは、あらゆる面でのボーダーレス化（ＩＴ・金融テク

ノロジーの進展による商品・業態の区別の消失、国境・業態を超えたメガ金融機関・メガコン

グロマリットの登場、取引所の合併やクロスボーダーの投資の拡大による市場のグローバル化）

が進展する一方、97・98年の国際金融危機と安定化の過程を契機に金融システム安定化の方策

に関する議論（ＦＳＦ等）も行われるなど、経済・金融を巡る情勢はかつてないほど激変して

いる状況にある。

（３）このような情勢変化を踏まえ、今般新たに発足した金融庁においては、緊急性の高い政策課

題に積極的に対応していくほか、中長期的な展望の下、時代のニーズを先取りした制度整備等

に取り組んでいくことが期待されており、このため、今後の我が国の金融システムの方向性に

ついて、利用者保護を含む内外の利用者ニーズへの対応、金融システムの安定をはじめとした

幅広い視点に立って、基本的な考え方の整理が進められる必要がある。
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（４）こうした観点から、今般、金融審議会としては、金融に造詣の深い有識者をメンバーとした

「金融の基本問題に関するスタディグループ」を設置し、今後の我が国の金融システムの方向

性を展望するため、まずは、どのような事項をどのような視点から検討すべきか等、論点整理

に向けた自由なブレーンストーミングを行うこととする。

２．議論の切り口（例）

スタディグループにおいては、まずは、今後の我が国の金融システムの方向性を展望するため

の論点整理に向けて、自由にブレーンストーミングを行うこととするが、そのための切り口を挙

げるとすると、

（１）我が国の金融セクターの競争力向上と金融機関経営等の在り方

（２）金融システムの安定性の確保（監督、リスク管理、市場規律）

といった柱も考えられる。

３．スタディグループの運営について

中長期的な展望に立って自由に議論するためにも、時期的な目処を付けて検討の成果を取りま

とめることを前提としない柔軟な運営とする。グループの成果については、議論の状況について

適宜総会に報告する他、議論の進展に応じ論点を整理・公表することとする。

金融審議会委員名簿

（平成12年８月現在）

会 長 貝塚 啓明 中央大学法学部教授 田中 直毅 ２１世紀政策研究所理

会長代理 蝋山 昌一 高岡短期大学長 事長

委 員 井上 定彦 連合総合生活開発研究 原 早苗（財）消費科学センター

所理事・島根県立大学 事務局長・消費科学連

総合政策学部教授 合会企画委員

江頭憲治郎 東京大学法学部教授 福間 年勝 三井物産㈱取締役副社

大塚 宗春 早稲田大学商学部教授 長

翁 百合 日本総合研究所主任研 堀内 昭義 東京大学経済学部教授

究員 八木 良樹（株）日立製作所代表取

神田 秀樹 東京大学法学部教授 締役副社長

倉澤康一郎 武蔵工業大学環境情報 吉野 直行 慶應義塾大学経済学部

学部教授 教授

杉田 亮毅 日本経済新聞社副社長 〔計17名〕

高橋 伸子 生活経済ジャーナリス ｵブザｰバｰ 増渕 稔 日本銀行理事

ト 森 昭治 金融再生委員会事務局

田島 優子 さわやか法律事務所弁 長

護士 （敬称略・五十音順）

（総務企画部企画課）
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企業会計審議会（会長 若杉 明 高千穂商科大学教授）は、７月28日に総会を開催し、企業

会計審議会の金融庁移管に伴い、部会の設置、部会長の指名等議事の運営に関する事務的な事項

について整備を行った。

なお、審議会に設置される部会及び審議事項については、従前の体制を引き継ぎ、審議を継続

することとされた。

〇平成12年７月28日発表

企業会計審議会の審議状況

企業会計審議会

企画調整部会 第 一 部 会 第 二 部 会 固定資産部会

部会長：若杉 明 部会長：斎藤 静樹 部会長：脇田 良一 部会長：辻山 栄子

同代理：安藤 英義 同代理：神田 秀樹 同代理：宮島 司 同代理：中島 公明

新たな課題の把握 企業結合会計 監査基準等の一層 固定資産の会計処

対処方針の検討等 （平成12年８月審 の充実 理

議開始予定） （平成12年６月 （平成12年６月

論点整理公表） 論点整理公表）

８月までパブリッ ８月までパブリッ

クコメントを受け クコメント

付け、継続審議 （注）第一部会か

ら引き続き審議継

続

企業会計審議会 名簿

（平成12年７月28日現在）

会 長 若杉 明 高千穂商科大学教授 大塚 宗春 早稲田大学教授

委 員 安藤 英義 一橋大学教授 神田 秀樹 東京大学教授

伊藤進一郎 住友電気工業㈱代表 北村 敬子 中央大学教授

取締役副社長 斎藤 静樹 東京大学教授
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須田美矢子 学習院大学教授 平松 一夫 関西学院大学教授

辻山 栄子 武蔵大学教授 宮島 司 慶応義塾大学教授

中島 公明 （財) 企業財務制度研 森 金次郎 日本税理士会連合会

究会専務理事 会長

中地 宏 日本公認会計士協会 八木 良樹 （株）日立製作所代表

会長 取締役副社長

中村 芳夫 （社) 経済団体連合会 山浦 久司 明治大学教授

常務理事 脇田 良一 明治学院大学学長

林 興治 （株）日本経済新聞社

取締役電子メディア （総務企画部市場課）

局長

１．平成１２年８月２日及び３日に、本事務年度第１回目の証券取引等監視官会議を開催した。

２．会議においては、佐藤証券取引等監視委員会委員長の挨拶後、当委員会事務局長等から、最

近の活動状況等について説明があり、各証券取引等監視官との意見交換が行われた。

（証券取引等監視官会議の模様）

証券取引等監視委員会は、平成１２年８月２ こうした新しい動きを敏感に捉え、常に問題意

日及び３日に、本事務年度第１回目の証券取引 識をもって仕事をしていただきたい旨の挨拶が

等監視官会議を開催した。 あった。

会議では、はじめに、佐藤委員長から、新興 続いて、五味事務局長より、平成１１事務年

企業向けの新市場の創設や、証券市場における 度における監視委員会の活動状況及び平成１２

インターネットの急速な拡大など、証券市場が 事務年度の検査基本方針についての説明があっ

大きく変化する中で、市場の公正性を確保する た後、ビッグバンによりフリーでグローバルな

という監視委員会の役割はますます重要であり、 制度は整備されてきているが、ビッグバン成功
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の鍵はフェアネスの確保であり、監視委員会の 活動状況や諸問題について説明があり、各証券

果たす役割は重要である等の話があった。 取引等監視官との意見交換が行われた。

以上のほか、当委員会事務局等から、最近の

（証券取引等監視委員会事務局総務検査課）

12年３月末の預金取扱金融機関全体のリスク管理債権の総額（新生銀行分を除く）は、３９．

６兆円となっており、11年３月末の３８．７兆円から０．９兆円増加した。これには、地域金融

機関（地銀・第二地銀、信用金庫、信用組合）等によるリスク管理債権の計上範囲の拡大による

増加３．４兆円が含まれており、これを除いたベースでは２．４兆円の減少となっている。

また、12年３月末の預金取扱金融機関全体の自己査定の状況をみると、Ⅱ～Ⅳ分類の額は、11

年３月末の８０．６兆円から８１．８兆円に増加したが、Ⅲ～Ⅳ分類については、４．０兆円か

ら３．６兆円に減少した。

〇平成12年７月28日発表

12 年３月末におけるリスク管理債権等の状況について

１．リスク管理債権の状況について

11年3 月末 12年3 月末

預金取扱金融機関

38.7 兆円 41.4 兆円

(39.6) （注)

（注）（ ）内は、新生銀行を除く計数。以下同じ。

全国銀行

29.6 兆円 30.4 兆円

(28.6)

主要行等

20.3 兆円 19.８兆円

(18.0)

地銀・第二地銀

9.4 兆円 10.6 兆円
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協同組織金融機関

9.0 兆円 11.0 兆円

２．個別貸倒引当金の状況について

11 年3 月末 12年3 月末

預金取扱金融機関

14.8 兆円 11.5 兆円

(10.9)

全国銀行

11.2 兆円 8.4 兆円

( 7.8)

主要行等

6.8 兆円 5.0 兆円

( 4.4)

地銀・第二地銀

4.4 兆円 3.4 兆円

協同組織金融機関

3.6 兆円 3.1 兆円

（監督部総務課）

日債銀の譲渡交渉については、去る６月30日に株式売買契約が締結され、８月１日にソフトバ

ンク・グループへ譲渡される予定となっていたが、そごう問題に端を発した特別公的管理銀行に

係る譲渡の仕組み、とりわけ瑕疵担保条項について、国会における議論や国民の意見に十分に耳

を傾け、その理解を深めるため、また、ソフトバンク・グループも延期を希望したため、その譲

渡を９月１日まで１カ月延期することとした。
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〇平成12年７月26日発表

１．現在特別公的管理下にある日本債券信用銀 様々な御批判・御指摘があり、特に説明が必

行（日債銀）の譲渡交渉については、去る６ ずしも十分ではなかったとの御批判があった

月30日に株式売買契約が締結され、８月１日 ところである。

にソフトバンク、オリックス及び東京海上火

災保険を中心に構成される出資グループ（ソ ３．こうした状況の下、この際、臨時国会にお

フトバンク・グループ）へ譲渡される予定と ける御議論や国民の意見に十分に耳を傾ける

なっていたところである。 とともに、その理解を深めて頂くためには、

当初予定の８月１日に譲渡を実行するのは適

２．しかしながら、特別公的管理銀行に係る譲 当ではなく、また、譲渡予定先のソフトバン

渡の仕組み、とりわけ瑕疵担保条項について ク・グループからも延期を希望する旨の意向

は、そごう問題に端を発し、与党をはじめと が伝えられたこともあり、日債銀の譲渡を９

する各方面から、あるいは国会においても、 月１日まで１カ月延期することとした。

（金融再生委員会事務局金融危機管理課）

なみはや銀行の譲渡先の選定については、去る５月31日の大和銀行及び近畿大阪銀行との間の

営業譲渡に係る基本合意書締結後、なみはや銀行の金融整理管財人と両行との間で営業譲渡契約

の締結に向けて鋭意協議が進められた結果、このほど両当事者間で合意に達し、金融再生委員会

の了承の下、７月28日、両当事者の間で営業譲渡契約が調印・締結された。

〇平成12年７月28日発表

１．なみはや銀行の譲渡先の選定については、 年２月１３日になみはや銀行から大和銀行及

去る５月３１日の大和銀行及び近畿大阪銀行 び近畿大阪銀行への営業譲渡が行われる予定

との間の営業譲渡に係る基本合意書締結後、 となっている。

なみはや銀行の金融整理管財人と両行との間

で営業譲渡契約の締結に向けて鋭意協議が進 ４．なみはや銀行の譲渡について確たる見通し

められ、この程両当事者間で合意に達した。 が立てられる状況に至ったことは、我が国金

融システムの安定及びその再生に資するもの

２．その結果を踏まえ、本日、金融再生委員会 と考えている。

は、なみはや銀行と大和銀行及び近畿大阪銀

行との間で営業譲渡契約を締結することを了 ５．当委員会としては、特別公的管理下にある

承し、これを受けて、両当事者の間で営業譲 日本債券信用銀行はもとより、現在金融整理

渡契約が調印・締結されたところである。 管財人の管理下にある他の金融機関について

も極力早期の譲渡を実現するべく引き続き金

３．今後、金融再生法及び預金保険法に基づく 融整理管財人を最大限支援・指導してまいる

所要の手続き及び措置が講じられ、平成１３ 所存である。

（金融再生委員会事務局金融危機管理課）
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金融再生委員会は、㈱国民銀行の㈱八千代銀行への営業譲渡に係る特別資金援助の必要性の認

定及び日本信販信用組合の王子信用金庫への事業譲渡に係る特別資金援助の必要性の認定につい

て、７月21日、合わせて議決した。

〇平成12年７月21日発表

受皿金融機関 ㈱八千代銀行 破綻金融機関 ㈱国民銀行

所 在 地 東京都新宿区 所 在 地 東京都千代田区

業 代表者名 藤山 智昭 業 代表者名 田知本 章

要 要 松嶋 英機

預金量（億円） １６，２３０ 預金保険機構

12 12

年 貸出金（億円） １２，６２７ 年 預金量（億円） ２，０７５

３ ３

月 店舗数（店） ６９ 月 貸出金（億円） ３，６８８

末 末

常勤役職員（人） １，９４４ 店舗数（店） ３７

資本金（百万円） １１，３１２ 常勤役職員（人） ６３２

（注）㈱国民銀行の代表者は、金融整理管財 資本金（百万円） １２，４７４

人である。

受皿金融機関 王子信用金庫 破綻金融機関 日本信販信用組合

所 在 地 東京都北区 所 在 地 東京都文京区

業 代表者名 大前 孝治 業 代表者名 小 松 勉

要 要 神方 邦一

預金量（億円） １０，０９８

12 12 預金量（億円） １３２

年 貸出金（億円） ７，１０４ 年

３ ３ 貸出金（億円） ９２９

月 店舗数（店） ４４ 月

末 末 店舗数（店） ９

常勤役職員（人） １，２３６

常勤役職員（人） １５０

会員数（人） ７０，７７５

組合員数（人） １６，１３９

資本金（百万円） １３，５４２

資本金（百万円） １，８８８

（注）日本信販信用組合の代表者は、金融整

理管財人である。
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（参 考）

預金保険機構の資金援助手続き

金融機関の破綻 ・金融再生法第68条に基づく申出

・同法第８条に基づく金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる

処分

破綻金融機関・救済金融機関の連名による適格性の認定申請

金融再生委員会の適格性の認定

要件 ① 当該合併等が行われることが、預金者等の保護に資すること。

② 預金保険機構による資金援助が行われることが、当該合併等を行うために

不可欠であること。

③ 当該合併等に係る破綻金融機関について、合併等が行われることなく、そ

の業務の全部廃止又は解散が行われる場合には、当該破綻金融機関が業務を

行っている地域又は分野における資金の円滑な需給及び利用者の利便に大き

な支障が生ずるおそれがあること。

破綻金融機関・救済金融機関から預金保険機構への資金援助の申込み

資金援助必要額がペイオフ 資金援助必要額がペイオフコスト

コストの範囲内の場合 を超える場合

（2002年３月までの特例措置）

預金保険機構からの金融再生委員会及び大蔵大臣へ

のペイオフコスト超の報告

日本銀行への意見照会

金融再生委員会及び大蔵大臣による特別資金援助の

必要性の認定

要件 資金援助の申込みに係る合併等が行わ

れなければ信用秩序の維持に重大な支障

が生ずるおそれがあること

預金保険機構運営委員会による

資金援助の決定 預金保険機構運営委員会による特別資金援助の決定

資金援助の実施 特別資金援助の実施

（金融再生委員会事務局金融危機管理課）
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○編集：金融庁総務企画部政策課

○内容の照会先 （℡代表 03ー3506ー6000）

①財務局長会議の開催 （内線3167） ｐ１ ⑧第一生命保険相互会社 (内線3343) ｐ18

②相沢金融再生委員長の（3502ー7310）ｐ３ に対する行政処分

就任 ⑨金融審議会の開催 （内線3507） ｐ18

③平成12検査事務年度検（3506ー6060）ｐ４ ⑩企業会計審議会総会の（内線3651） ｐ21

査基本方針及び基本計 開催

画 ⑪証券取引等監視官会議（内線3025） ｐ22

④新たな形態の銀行業に（3502ー7338）ｐ６ の開催

対する免許審査・監督（内線3321） ⑫12年３月末におけるリ（内線3307） ｐ23

上の対応 スク管理債権等の状況

⑤銀行組織の内部監査及（内線3191） ｐ11 ⑬日債銀の譲渡の延期 （3502ー7690）ｐ24

び監督当局と内部・外 ⑭なみはや銀行の営業譲（3502ー7690）ｐ25

部監査人との関係 渡契約の締結

⑥そごうグループに対す（3502ー7690）ｐ15 ⑮預金保険制度を活用し（3502ー7612）ｐ26

る債権放棄についての た資金援助案件

経緯と考え方

⑦銀行業の免許 信託業（3502ー7338）ｐ17

務の兼営の認可 （内線3322）

（編集後記）

先日、子供とプラネタリウムに行った。夏の も、まわりが明るいせいもあり簡単には見つか

星座ということで、さそり座に赤く輝くアンタ らない。疑似体験の方が現実を先取りするとい

レスとか夏の大三角（織姫、彦星で有名なベガ、 うのはいかにも今風である。

アルタイルを含む明るい３つの星）などをおも ところで皆さんの街では星はよく見えますか。

に見た。いざ帰って、本物の夜空を眺めてみて

金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/
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